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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

  回次
第42期

第１四半期連結
累計期間

第43期
第１四半期連結
累計期間

第42期

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成23年
６月30日

売上高（千円） 4,409,610 4,364,16316,391,934

経常利益（千円） 355,116 200,186 1,017,687

四半期（当期）純利益（千円） 168,400 63,721 428,572

四半期包括利益又は包括利益（千円） 172,391 △22,023 354,453

純資産額（千円） 10,544,88610,513,78110,726,928

総資産額（千円） 16,214,34815,907,64015,731,085

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 27.19 10.29 69.20

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 63.2 64.4 66.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　４．第42期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　　 　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1)業績の状況　

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故等の発生により、急

激に落ち込んだ経済状況から緩やかな回復基調にありましたが、欧米を中心とした海外経済の減速懸念が浮上し、

円高が進行する等、経済情勢の先行きに不透明感が強まる状況にあります。　

　当社グル－プにおいては、スマートフォン向けなどのコネクタ用部品が好調に推移し、カーエレクトロニクス関連も

東日本大震災以降の低迷から急速に回復いたしましたが、一方で、テレビ、パソコン向けなどのコネクタ用部品の販売

が低迷するなど、先行きについては不透明な状況が続くものと思われます。　

　このような環境のなか、当社グループは、電子部品事業の生産効率向上に向けた取り組みを継続するとともに、

経営の安定化、既存事業の充実、新規事業分野への進出に向けた各施策を推進してまいりました。　

　その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は43億６千４百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益２億１千１百

万円（前年同期比41.0％減）、経常利益２億円（前年同期比43.6％減）、四半期純利益６千３百万円（前年同期比

62.2％減）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①金型

　金型市場は、海外での安価な金型調達、製作数量の減少などにより市場競争が激化し価格の下落が進んでおります。

また、部品の海外生産により金型も現地調達の動きが強くなってきており、市場環境は厳しく販売が停滞しておりま

す。このような市場環境のなか、当社グループにおいては、金型造りの改革を推し進めるとともに、高難易度の

金型造りを推進してまいりました。　

　その結果、売上高は３億５千万円（前年同期比10.0％減）、セグメント利益は５千７百万円（前年同期比127.9％

増）となりました。

②部品

　電子機器関連は、東日本大震災の発生による影響が薄れ、スマートフォン向けなどのマイクロピッチコネクタ用部品

が好調に推移いたしました。一方、テレビ、パソコン向けコネクタ用部品などは、セット需要が振るわず低迷が続きま

した。カーエレクトロニクス関連は、大震災以降の低迷から急速に回復し販売が増加いたしました。　

　その結果、売上高は36億７千４百万円（前年同期比6.6％増）、セグメント利益は３億６千４百万円（前年同期比

24.9％減）となりました。

③自動機器

　実装機関連では、ディスペンサー、付帯ユニットなどは堅調に推移いたしましたが、国内の特定顧客向けに開発、販売

を強化してまいりましたリフロー炉、専用機が円高等の影響により販売が停滞いたしました。このような市場環境の

なか、当社グループにおいては、自動車関連装置の開発への取り組みを強化してまいりました。

　その結果、売上高は２億１千２百万円（前年同期比57.9％減）、セグメント利益は１千９百万円（前年同期比76.8％

減）となりました。　　　

④その他　

　医療機器組立事業では、新製品が順調に販売を伸ばしました。

　その結果、売上高は１億２千７百万円（前年同期比83.9％増）、セグメント利益は２千７百万円（前年同期比62.0％

増）となりました。
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(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(3)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、１千７百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状の見通し

　当社グループが属する電子部品、半導体業界におきましては、依然としてグロ－バルでの価格競争激化により、価格

の下落傾向が続くものと予想されます。これらの状況を踏まえて当社グループは、変化に対応し永続的な成長・発展

を目指して企業体質の強化に取り組んでまいります。そのために、平成24年度から平成26年度の中期経営計画を策定

いたしました。本計画に基づき、引き続き一貫生産品を大きな柱として成長させていくとともに、既存市場の深耕を

図ってまいります。また、既存技術の深堀と新技術の開発により、新商品の開発、新市場の開拓に積極的に取組んでま

いります。併せて、更なる経営改革活動への取組みによるコスト低減、強固な経営体質の確立に取り組んでまいりま

す。

(5)経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グル－プの経営陣は、今後さらに激化するグロ－バルでの競争と、不確実性が増していく経営環境下において、

創業以来の理念である「徹底的な精度追求」に基づき、当社グル－プでしかできない微細加工に挑戦し続ける事が最

善の経営戦略であると考えております。その体制作りのための計画的な研究開発・設備投資・人材育成を継続して実

行し、製造技術力を高めることで企業体質を強化していく方針であります。また、当社グル－プが属する電子部品業界

の好不況の影響リスクを低減させるためにも、新たな価値創造として新分野への事業機会拡大を図ってまいります。

　管理面におきましては、これまでの経営改革活動を継続し、事業構造の改善と安定した収益構造の構築に取組みま

す。また、コンプライアンスの強化を図り、併せて企業理念を浸透させることで経営基盤の強化に努めてまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,195,000 6,195,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 6,195,000 6,195,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
　（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 6,195 － 1,435,300 － 1,439,733

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成23年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

　　　
2,100 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

　
6,192,000 61,920 －

単元未満株式
普通株式

　　　　
900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,195,000 － －

総株主の議決権 － 61,920 －

 

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　鈴木
長野県須坂市大字

小河原2150番地１
2,100 － 2,100 0.03

計 － 2,100 － 2,100 0.03

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 866,763 832,374

受取手形及び売掛金 ※2
 3,864,279

※2
 4,210,225

商品及び製品 77,340 79,519

仕掛品 525,728 483,694

原材料及び貯蔵品 738,722 792,118

その他 239,063 280,506

流動資産合計 6,311,898 6,678,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,649,730 3,575,366

機械装置及び運搬具（純額） 2,991,943 3,003,971

土地 1,233,666 1,233,666

その他（純額） 311,133 304,957

有形固定資産合計 8,186,473 8,117,962

無形固定資産 112,050 100,277

投資その他の資産

投資有価証券 946,959 760,951

その他 174,133 250,881

貸倒引当金 △430 △870

投資その他の資産合計 1,120,663 1,010,963

固定資産合計 9,419,187 9,229,202

資産合計 15,731,085 15,907,640
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,584,105 1,981,391

短期借入金 1,170,000 1,260,000

1年内返済予定の長期借入金 99,611 66,622

未払法人税等 297,131 180,783

賞与引当金 84,930 271,904

役員賞与引当金 38,100 15,510

その他 663,867 529,730

流動負債合計 3,937,746 4,305,942

固定負債

長期借入金 92,514 92,056

退職給付引当金 632,876 645,650

役員退職慰労引当金 341,020 350,210

固定負債合計 1,066,410 1,087,916

負債合計 5,004,157 5,393,859

純資産の部

株主資本

資本金 1,435,300 1,435,300

資本剰余金 1,439,733 1,439,733

利益剰余金 7,320,049 7,247,527

自己株式 △1,091 △1,091

株主資本合計 10,193,991 10,121,469

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 289,205 174,647

為替換算調整勘定 △45,332 △45,572

その他の包括利益累計額合計 243,873 129,075

少数株主持分 289,063 263,236

純資産合計 10,726,928 10,513,781

負債純資産合計 15,731,085 15,907,640
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 4,409,610 4,364,163

売上原価 3,715,323 3,814,960

売上総利益 694,286 549,203

販売費及び一般管理費 335,786 337,800

営業利益 358,500 211,402

営業外収益

受取利息 200 142

受取配当金 2,002 2,536

受取賃貸料 1,944 1,393

スクラップ売却益 561 936

その他 1,234 1,630

営業外収益合計 5,943 6,639

営業外費用

支払利息 6,631 4,007

為替差損 － 13,466

その他 2,695 381

営業外費用合計 9,327 17,855

経常利益 355,116 200,186

特別利益

固定資産売却益 2,117 －

特別利益合計 2,117 －

特別損失

固定資産売却損 1,389 －

固定資産除却損 － 325

会員権評価損 － 800

貸倒引当金繰入額 － 440

特別損失合計 1,389 1,565

税金等調整前四半期純利益 355,844 198,620

法人税、住民税及び事業税 228,218 188,048

法人税等調整額 △59,907 △82,331

法人税等合計 168,310 105,717

少数株主損益調整前四半期純利益 187,534 92,903

少数株主利益 19,133 29,182

四半期純利益 168,400 63,721
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 187,534 92,903

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,830 △114,557

為替換算調整勘定 △11,312 △369

その他の包括利益合計 △15,142 △114,927

四半期包括利益 172,391 △22,023

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 157,216 △51,077

少数株主に係る四半期包括利益 15,174 29,053

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

11/16



【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 6,328借入債務

１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 5,635借入債務

 ※２　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 111,973千円

 ※２　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 105,039千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資

産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

減価償却費 290,946千円 295,179千円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年９月29日

定時株主総会
普通株式 136,243 22平成22年６月30日平成22年９月30日利益剰余金 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年９月29日

定時株主総会
普通株式 136,243 22平成23年６月30日平成23年９月30日利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成22年７月１日  至 平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額　
　(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３　
金型 部品 自動機器 計

売上高         

外部顧客への売

上高
388,8053,446,165505,4854,340,45569,1554,409,610－ 4,409,610

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

50,178 － 5,37855,55616,04471,600△71,600 －

計 438,9833,446,165510,8634,396,01185,1994,481,210△71,6004,409,610

セグメント利益 25,287485,20084,972595,45917,124612,583△254,083358,500

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、組立事業、賃貸事業を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額△254,083千円には、セグメント間取引消去△6,631千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△229,192千円、たな卸資産の調整額△14,320千円及びその他の影響額△3,940千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日  至 平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額　
　(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３　
金型 部品 自動機器 計

売上高         

外部顧客への売

上高
350,0703,674,265212,6464,236,981127,1824,364,163－ 4,364,163

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

92,620△91,45870,50471,66616,23287,899△87,899 －

計 442,6903,582,806283,1514,308,648143,4154,452,063△87,8994,364,163

セグメント利益 57,635364,40319,689441,72727,740469,468△258,066211,402

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、組立事業、賃貸事業を含んでお

ります。

２．セグメント利益の調整額△258,066千円には、セグメント間取引消去△343千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△200,975千円、たな卸資産の調整額△51,218千円及びその他の影響額△5,530千円が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 27円19銭 10円29銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 168,400 63,721

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 168,400 63,721

普通株式の期中平均株式数（株） 6,192,908 6,192,877

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年11月10日

株式会社鈴木

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　道男　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山中　　崇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社鈴木の平成23年７月１日から平成24年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し

て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四

半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定

された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の平成23年

９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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